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弊所HPにて、以下の4アイテムを提供中。
（1）環境効率算出マニュアル
（2）環境効率算出支援ツール（ツール①）
（3）産業レベルの環境効率値算出シート（ツール②）
（4）環境効率算出の為の環境影響（LIMEによる統合）算出シート（ツール③）

http://unit.aist.go.jp/lca-center/ci/activity/project/efficiency/jstee/index.html
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参考：環境効率マニュアル目次

本環境効率の概要

本環境効率の活用方法

本環境効率を用いる際の注意点

本環境効率の算出方法

（1）環境効率算出マニュアル

本手法による環境効率の概要、及びその算出手順を把握できる

解説編 算出手順編
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（1）環境効率算出マニュアル[解説編]

国
産業

企業

製品営業余剰（営業利益）＋雇用者所得（人件費）

環境負荷量 製品レベルの付加価値

環境負荷量

①本環境効率の概要

③本環境効率の活用方法

付
加
価
値

CO2排出量

a産業

b産業

c産業

基準環境効率
（付加価値ベース）

企業環境効率

企業全体

1.2

1.8

1.7

0.4

1

1.5

0

1

2

企業内の組織間比較

②本環境効率を用いる際の注意点

産業環境効率の産業分類が約400に限られている

基準環境効率の算出に用いる産業連関表の作成年と、

企業環境効率の算出年に差が生じる

海外生産分の製品に関する扱い

日本の産業連関表
↓

日本の代表的な
環境効率算出

X社
親会社

X社
子会社

データ

比較可 日本の
産業と
比較
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[手順4] 基準環境効率を算出する

[手順5] 基準環境効率に基づいて企業環境効率を評価する

[手順6] 環境効率の算出方法をチェックする

[手順3] 基準環境効率と比較するための準備をする
[手順3-1] 企業が担う産業を把握する
[手順3-2] 産業ごとに付加価値・環境負荷量を算出する
[手順3-3]産業ごとの付加価値・環境負荷量の算出状況を確認す
る

[手順2] 企業環境効率を算出する
[手順2-1] 企業全体の付加価値を算出する
[手順2-2]企業全体の環境負荷量を算出する
[手順2-3] データの把握状況を確認する
[手順2-4]企業全体の環境効率を算出する

[手順1] 環境効率を算出する目的を設定する
[手順1-1] 環境効率の活用先・用途を決める
[手順1-2] 環境効率を算出する範囲を設定する

（1）環境効率算出マニュアル[算出手順編]

企業が営む産業に応じた参考資料の
提示

企業の経営形態（親会社か子会社か）別の推奨範囲の提示

各企業の事情に応じた個別・具体的な算出方法を提示

よくある質問とその回答の記載

対象企業が
営む産業

統計名

製造業 工業統計

製造業以外 事業所・企業統計調査

例：産業分類の参照先
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（2）環境効率算出支援ツール（ツール①）

（環境効率の算出初心者を対象とするため、環境負荷項目はCO2排出量のみとした）

本手法による企業環境効率と基準環境効率を自動算出し、比較できる

詳細な説明は後のスライド
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（3）産業レベルの環境効率値算出シート（ツール②）

産業環境効率（各産業の環境効率の日本平均値）を環境影響ごとに確認できる

物質分類 物質数

CO2 1

NOx 2

SOx 1

SPM 2

資源消費 8

廃棄物 40

PRTR対象物質 260

合計 314

シートで算出できる物質の種類と数

環境影響物質の選択ができる
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（4）環境効率算出の為の環境影響（LIMEによる統合）算出シート（ツール③）

各対象物質の排出量を入力すると、
LIMEによる環境影響の統合化が自動で計算できる

各対象物質の排出量を入力 各対象物質の環境影響を表示
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【主な機能について】

• 企業が営んでいる産業を簡単検索

（キーワード検索、統計調査票の産業番号

による検索、産業分類による検索）

• 燃料・電力消費量の入力でCO2排出量を

自動計算

• 基準環境効率と企業環境効率の単年及び
経年の比較表示

• Excelへのデータ出力

【開発環境】 Windows XP / Access2007

【動作確認】 Windows2000、Windows XP
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手順１ 算出に必要なデータ入力
Step1 評価範囲の設定

（対象企業、対象年度、
事業所設定、条件設定）

Step2 企業が担う産業の設定
Step3 付加価値の入力

（人件費、営業利益）
Step4 環境負荷量（CO2排出量）の入力

手順2 環境効率算出・解析

手順3 経年変化の解析
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社内で
使用している
事業部名

産業連関表の産業分類

付加価値
[百万円] CO2排出量

[t-CO2]
人件費 営業利益

情報サービス その他の対事業所サービス 200 400 450

その他 情報サービス 300 400 350

パソコン事業部 卸売業 200 200 400

その他 不動産賃貸業 100 400 400

液晶テレビ事業部
半導体製造装置製造業 600 500 900

電子管製造業 300 200 2,000

液晶テレビ事業部 その他のガラス製品製造業 200 90 1,800

基板製造事業部 プラスチック製品製造業 450 350 2,500

基板製造事業部
プラスチック製品製造業 100 200 1,000

半導体製造装置製造業 100 100 250

パソコン事業部
パソコン製造業 100 100 150

電子計算機本体製造業 100 100 200

パソコン事業部 パソコン製造業 400 400 700

液晶テレビ事業部 電子計算機付属装置製造業 200 100 300

合計 3,350 3,540 11,400

子会社B

子会社A

事業所a1

事業所a2

事業所a3

事業所b1

事業所b2

事業所p1

事業所p2

用意して頂きたいデータ

付加価値かCO2排出量のどちら
か一方は必ず産業連関表の産
業分類ごとに把握しておくこと

XX社社

親会社
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評価対象及び評価年度の設定

データの収集状況について選択

環境効率の算出対象の概要を入力

→基準環境効率（環境影響ベース*）のみ算出可
*ソフトではCO2排出量のみを対象としていることから、
CO2排出量ベースと記載

→ 基準環境効率（付加価値ベース ） のみ算出可
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設定方法2
キーワード検索等により産業分
類を検索してそのコードを参照産
業欄に番号を入力する。

設定方法１
①日本標準分類（Ver.11）のIDを統計調査（事業所統計・工
業統計・温室効果ガス排出量報告）から引用する。
②上記IDに対応する産業分類の候補が表示されるので選択
し、参照産業欄に番号を入力する。

Step1で設定した評価単位
が反映されている

Step1で設定した評価単位ごとの産業分類を設定
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Step2で設定した評価単位
が反映されている

入力方法１
左のリストに対する人件費と営業利益を入力する

入力方法2
一覧表を表示して一括入力する

Step2で設定した評価単位ごとに人件費と営業利益を入力
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入力方法１
左のリストに対するCO2排出量を入力する

入力方法2
燃料消費量等を入力すれば、CO2排

出量を自動で計算

入力方法3 一覧表より一括で入力

Step2で設定した評価単位ごとにCO2排出量を入力
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CO2排出量の把握方法

温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度の調査表の参照箇所

対象事業所：
・省エネルギー法の第一種及び第二種エネルギー管理指定工場
・各温室効果ガスごとにCO2換算で3,000 t 以上を排出、
かつ事業所の従業員数21人以上
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② 企業の環境効率と基準環境効率（付加価値ベース） ③ 企業の環境効率と基準環境効率（環境影響ベース）
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液
晶
テ
レ
ビ
事
業
部

パ
ソ
コ
ン
事
業
部

そ
の
他

情
報
サ
ー
ビ
ス
事
業
部

基
盤
製
造
事
業
部

X社

液晶テレビ

情報サービス パソコン

基板事業

その他

低い

環境効率が高い

事業部ごとの環境効率：X社全体

情報サービス事業部が
基準環境効率を下回っている。
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企業環境効率：親子会社の比較

事
業
所

a1

事
業
所

a2

事
業
所

a3

事
業
所

b1
事
業
所

b2

事
業
所

p1
事
業
所

p2
X社

子会社A 子会社B親会社

子会社A親会社

子会社B

X社

低い

環境効率が高い

すべての会社で企業環境効率は
基準環境効率を上回っている



20

2008年 10月9日日本環境効率フォーラム 小セミナー

産業技術総合研究所 安全科学研究部門 社会とLCA研究グループ

子会社A

事業所a1

事業所a2

事業所a3

事
業
所

a1

事
業
所

a2

事
業
所

a3

事
業
所

b1
事
業
所

b2

事
業
所

p1
事
業
所

p2
X社

子会社A 子会社B親会社

企業環境効率：事業所の比較

低い

環境効率が高い

さらに細かな単位（子会社A）で環境効率を確認すると、
事業所a1の企業環境効率は基準環境効率を下回って
いることがわかる。
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卸
売

そ
の
他
の
対
事

業
所
サ
ー
ビ
ス

半
導
体

製
造
装
置

電
子
管

事
業
所

a1

事
業
所

a2

事
業
所

a3

事
業
所

b1
事
業
所

b2

事
業
所

p1
事
業
所

p2
X社

子会社A 子会社B親会社

子会社A親会社 子会社B

X社

卸
売

そ
の
他
の
対
事

業
所
サ
ー
ビ
ス

産業ごとの環境効率：親子会社の比較

半
導
体

製
造
装
置

電
子
管

4産業が産業環境効率
平均値を下回っている。

4産業を営んでいるのが
親会社と子会社Aだと確
認できる。
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子会社A

電
子
管

半
導
体

製
造
装
置

事
業
所

a1

事
業
所

a2

事
業
所

a3

事
業
所

b1
事
業
所

b2

事
業
所

p1
事
業
所

p2
X社

子会社A 子会社B親会社

産業ごとの環境効率：事業所の比較

事業所a1

半
導
体

製
造
装
置

電
子
管

事業所a2 事業所a3

半
導
体

製
造
装
置

半導体製造装置を見る
と、事業所a1は産業環
境効率平均値を上回っ
ており、事業所a3は下
回っている。両事業所が
同一製造工程を有して
いるならば、事業所a3は
環境効率を改善する余
地がある。
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① 産業分類ごとの詳細データ

使用するデータを選択

産業分類ごとの経年変化
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② 評価単位別環境効率

評価単位ごとに環境効
率の経年変化が見れる
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ツール申込者の属性

116の企業及び個人から申込あり（ 2008年9月30日現在）

製造業計57社

精密機械製造企業3企業が弊所共催ワークショップ（昨年11月開催）にて結果を公表。
http://www.sntt.or.jp/jst/ws.htm
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本環境効率の導入を支援するために、ツールを提供させて頂いています。
各ツールをご活用の上、ぜひ御社の環境効率を算出頂き、企業評価・解析に
活用して頂ければ幸甚です。


